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第２次行財政改革大綱（第２次集中改革プラン含む） 

 

Ⅰ．はじめに 

１ 行財政改革大綱策定の背景 

（１）社会情勢の変化 

百年に一度の金融危機と言われる世界的経済不況の影響は、我が国の経済を著しく冷え込ま 

せ、円高や消費低迷等、市場の先行きも不透明な状況が続き、雇用の問題から生活に不安を抱

える人々が急増する等、大きな社会不安の要因となっております。特に地方経済への影響は大

きく、税収の落ち込み等、本市財政は今後長期的に厳しい状況が続くものと予想されます。 

また、尐子高齢化による人口減尐と生産年齢人口の減尐と、その影響による社会活力の低下

や扶助費等の社会コストの増大等は、本市が直面する大きな課題であります。さらに、価値観

の多様化、国際化・情報化による社会のボーダーレス化の進行等、従来の社会構造そのものが

変化するなか、生活機能を確保し市民が安心して暮らせるセーフティネットの充実が求められ

ており、行政に対する市民の期待やニーズは増加傾向にあります。 

これらの経済情勢及び社会環境の変化に対し、自治体として限られた財源を有効に使い、市

民に真に必要なサービスを確実に届けるという使命を踏まえ、あらゆる課題や行政需要に迅速

かつ柔軟に対応できる行政システムへの変革が必要となっております。 

 

（２）地方分権への対応 

国・地方ともに厳しい財政状況の中で、地方分権改革推進委員会による第４次勧告や、新地

方分権一括法の制定、定住自立圏の取り組み等、地方分権に係る動きは活発になってきており、

自治体は地域主権の実現を図るため、さらなる行財政基盤の強化を迫られております。 

これまで以上に自治体自らの判断と責任が問われることとなり、経営的視点からの行政需要

への対応や重要課題への集中した取り組み等、さらなる行財政改革の推進を目指さなければな

りません。 

 

（３）これまでの改革の成果と課題 

   第１次南陽市行財政改革大綱は、集中改革プラン（平成１７年度～平成２１年度）を改定の

うえ行財政改革大綱の実施計画と定め、平成１９年度から２１年度を計画期間としております

が、平成２０年度末までに、実施計画の取り組み事項１６０項目のうち１３９項目（８７％）

が完了し、平成２１年度に継続１３項目に１６項目を追加実施しております。 

また、補助金の見直しや施設管理運営等の見直しとともに、行政組織の再編を実施する等、

着実な成果を上げております。 

しかしながら、市財政は極めて厳しい状況が続いており、行財政改革は手を緩めることなく

進めていく必要があり、気を引き締め、確乎不動の覚悟をもって新たな行財政改革を断行する

ものであります。 
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＜第１次行財政改革の目標達成状況＞ 

○目標１：職員数に関すること 

数値目標に掲げた職員数削減については、事務事業量に応じた職員の適正配置を進めると

ともに、定年退職者の不補充や新規採用職員の抑制等を行い、平成１８年４月１日から平成

２２年４月１日まで２５人削減の目標を１９年度に３８人削減に修正のうえ取り組み、削減

を前倒しで達成しております。 

 

 人口１,０００人当たりの職員数 職員数 

改革前 ９.２０人 ３２４人 

当初目標値 ８.４９人以下に ２９９人以下に（△２５人） 

修正目標値（１９年度修正） ７.８４人に ２８６人（△３８人） 

１８年度（１９年４月１日） ８.９５／１,０００人 ３１５人 

１９年度（２０年４月１日） ８.４９／１,０００人 ２９９人 

２０年度（２１年４月１日） ８.２１／１,０００人 ２８９人 

※人口１,０００人当たりの職員数の前提人口はＨ１７国勢調査人口（３５,１９２人）。 

※職員数は消防部門を除く 

 

 

 

 

 

 

○目標２：市税等の収納に関すること（税外収入金等も含む） 

    市税を確保するため、納税意識の高揚や口座振替の推進、未申告者対策や滞納対策の強化

に努め、現年度課税分については目標を達成しました。国民健康保険税については、後期高

齢者医療制度の施行等の影響から、わずかに目標数値に達しませんでした。この他、使用料・

手数料等の収入についても見直しや収納率の向上に努めました。 

 

収納率 目  標  値 
１７年度 

実績 

１８年度 

実績 

１９年度 

実績 

２０年度 

実績 

現年度課税分 ９８％以上 ９８.１％ ９７.８％ ９８.０％ ９８.１％ 

国民健康保険税 ９４％以上 ９２.５％ ９３.４％ ９３.６％ ９２.１％ 
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○目標３：財政指標に関すること 

    財政指標については、経常収支比率はやや改善し目標数値を達成したものの、今後の税収

の減により予断を許さない状況に変わりはありません。実質公債費比率はこれまでの公債費

軽減策に加え、下水道への繰出しと広域病院組合負担金の減額により順調に推移しておりま

す。地方債残高は発行額の増加もあり目標数値達成にはやや届かない状況にあります。 

 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

経常収支 

比率（％） 

目標値 - - ９１.８ ９０.６ ９０.０ 

実績 ８９.９ ９２.６ ９３.３ ８９.３  

実質公債費 

比率（％） 

目標値 - - ２４.１ ２４.９ ２４.９ 

実績 ２２.３ ２２.７ ２１.０ ２１.２  

地方債残高 
（百万円） 

目標値 - - １６,６０２ １５,６８８ １４,７０１ 

実績 １８,６７９ １７,５５９ １６,４９４ １５,９３１  

 

 

※ 経常収支比率：税収等の経常的な一般

財源の何％が、人件費、扶助費、公債費等

の経常的な経費に充てられているかを示

すもので、財政構造の弾力性を判断する指

標。 

 

 

 

 

 

 

 

※ 実質公債費比率：平成 18 年度からの

地方債協議制移行に伴い導入された指標

であり、公債費等の財政負担の程度を客観

的に示す指標として、実質的な公債費に費

やした一般財源の額が、標準財政規模に占

める割合を表す。なお、18％以上の団体は、

地方債発行にあたり都道府県の許可を要

することとなり、25％以上の団体は自主的

な財政健全化の取り組みが課せられ、35％

以上の団体は、実質的に国の管理下におか

れ、財政再生を行うこととなります。 
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２ 財政状況と見通し 

（１）本市の財政状況 

平成２２年度における市税は大幅な減尐が見込まれており、地方交付税を含めた一般財源総

額においても前年度比で減尐する等、平成２３年度以降における本市の財政状況は全く不透明

な中にあります。さらに、これまでも歳出削減の努力を最大限に行ってきていますが、その効

果もほぼ限界にあり、加えて小中学校整備事業による一般財源の出動と、公営企業を含めた今

後の借入金残高が高水準になることから、財政調整基金も枯渇し、財政赤字も懸念されるよう

な、極めて厳しい状況が続くと予想されます。 

   また、こうした中で平成２１年度から全面施行された財政健全化法における実質公債費比率 

２１．２パーセント、将来負担比率２０７．６パーセントは県内でもワースト５以内で、早期

健全化基準に近い逼迫した状況にあり、地方債残高の軽減と基金残高の増額の手当を講じる必

要があります。 

（２）財政シミュレーション 

   今後の財政収支については、歳入における不透明要素はありますが、現況及び現行制度を踏

まえ近年の特殊要因を加味した財政シミュレーションは、表１及びグラフ１に示したとおりです。 

行財政改革を実施することにより得られる平成２２年度から平成２４年度までの財政効果を

示す財政シミュレーションは、表２のようになります。さらにこれを歳入歳出の差引額でみた

場合グラフ２のようになります。ただし、第２次行財政改革では、総合計画との役割分担を明

確化する観点から、総合計画上の判断となる政策・施策・事業自体の改善については、その評

価を総合計画の枠組みで行うこととすることとし、表２には含めておりません。 

（表１）行財政改革未実施の場合の財政推移シミュレーション（単位：百万円） 

  平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 

歳入 １１,８４２ １２,７１９ １５,２８８ １４,８２０ １１,９４１ １１,６２９ 

歳出 １１,５０９ １２,０９９ １４,６４３ １４,５２７ １１,６２８ １１,１３５ 

歳入歳出差引額 ２９３ ３１３ ４９４ 

（表２）第２次行財政改革を実施した場合の財政推移シミュレーション（単位：百万円） 

  平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 

歳入 １１,８４２ １２,７１９ １５,２８８ １４,８２７ １１,９８１ １１,６５５ 

歳出 １１,５０９ １２,０９９ １４,６４３ １４,４６４ １１,５６３ １１,０７６ 

歳入歳出差引額 ３６３ ４１８ ５７９ 

（グラフ１）                （グラフ２） 
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Ⅱ．大綱の方針 

 

 

 

 

 

 

１ 基本方針 

本市は、行財政改革の実施によって、限られた財源や資源を最大限に活かし、市民ニーズの

多様化や地方分権に対応した効率的・効果的な行政運営の再構築を図り、持続可能な行財政基

盤の確立を目指します。そのため健全財政の維持を改革の最重要課題と認識し、今後も厳しい

財政状況が続くと予想される中で、本市の現状を見据え、喫緊に何を行うべきかを的確に把握

し、進むべき方向性を確実に捉える必要があります。 

健全財政の維持のため財政のスリム化に継続的に取り組む必要がありますが、その一方で、

厳しい地方の経済情勢の中、極端な緊縮偏重に陥って民間の活力を削ぐことになってはならず、

行政として必要な事業は着実に推進しなければなりません。また、一律的な事務事業経費削減

等の従来の歳出削減手法にも限界があることから、これからの行財政改革においては、これま

での成果を維持・継続しながらも、市民サービスの質の向上を図るため、行政運営の体質改善

を進めなければなりません。 

具体的取り組みにおいては、歳入の確保と行政のスリム化維持のための歳出の抑制を基本手

段として位置づけ、全ての取り組みを貫く重要な評価視点とします。さらに市民ニーズや地方

分権に対応し、市民サービスの質の向上を図るため、職員のレベルアップや政策立案能力等の

高度化を図るとともに、重要課題に集中して取り組む等、限られた財源の効率的活用を図りま

す。実施計画の具体的取り組みごとに明確な目標を設定し、その達成期限と改革効果の明確化

等により、スピード感のある改革を展開します。また、市民等の民間力を活かし市と民間が互

いの役割を明確にし、協力・協働体制の確立を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改革の目標 

持続可能な財政基盤確立と質の高い市民サービスの実現 
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＜基本方針と取り組みの方向性＞ 

今次改革の基本方針を「持続可能な行財政基盤の確立」と「市民サービスの向上」と位置付

け、この基本方針を実現するために、全ての取り組みを「歳入の確保」、「歳出の抑制」、「サー

ビスの質の向上」の３つの取り組みの方向性を軸として実行することとします。 

そして、強固な経営基盤を確立し、限られた行政資源で最大の効果を上げることができる行

政運営の体質改善を図るため、改革の目標を「持続可能な行財政基盤確立と質の高い市民サー

ビスの実現」とします。 

この「改革の目標」の達成のため、職員全員が一丸となり改革を断行する覚悟を持ち、自ら

考え、自ら工夫し、自ら実践する改善の意識を徹底し、課題・市民ニーズ等の見える化を進め、

情報を共有し、問題等の早期発見や効率化等の改善を図ってまいります。さらには職員のノウ

ハウや経験の集積を進め、知恵や経験の共有を図り、スピード感を重視した市民目線での立案・

改善の実施等、市民から信頼される行政運営を図ります。その進捗にあたっては、行財政改革

本部会議等により進捗状況の厳正な進行管理を行います。 
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（１）持続可能な行財政基盤の確立 

    ・成果とコストを重視した行政経営  

 新たな行政需要に的確に対応するため、従来のすべての事務事業をそのまま継続す

るのではなく、不断の見直しを実施し、必要性や効果が低下した事業は慣習にとらわ

れることなく縮小・廃止を徹底する等、財

政上の課題を踏まえ、重点的で効果的・効

率的な取り組みを行う必要があります。必

要な事業は、投入コストとその成果を十分

に検討したうえで、課題に対して最善の事

業を選択し、着実に実行します。     

そのために、選択した事業に投入できる

財源の適正確保に努め、健全かつ安定した

財政運営の継続と実質収支の均衡を図りま

す。  

・組織及び運営の合理化 

義務的経費の抑制は行財政改革の大きな課題であり、扶助費の最適化や公債費の圧

縮とともに、職員数適正化の継続や内部管理経費の抑制等、前計画から引き続いて改

善を実施し、行政のスリム化を継続していく必要があります。必要に応じ社会環境の

変化に迅速に対応し、効果的・機能的な行政体制への見直しを行うとともに、無駄の

ない簡素で効率的な行政運営を行います。 

（２）市民サービスの向上 

多様化する市民ニーズに柔軟に対応していくために、行財政改革をさらに推進し、

サービスの質を高め、真に必要なサービスを着実に提供していく必要があります。そ

のためには、厳しい財政状況を踏まえつつ、全ての事務事業や制度について検証し、

見直すべきところは積極的に見直しを図りながら、市民のニーズを幅広くかつ的確に

把握し、併せて説明責任への対応を十分に行い、真に必要なサービスを必要な人に確

実に届く取り組みを行います。 

＜市民ニーズ・課題把握と改善＞ 
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２ 改革の目標（数値目標） 

 

  第１次行財政改革大綱に取り組んだ結果、職員数の削減及び歳出削減による行政のスリム化

が大きく進みました。健全財政を今後とも維持していくため、下記の目標を設定し、さらなる

行財政改革に取り組みます。 

（１）人件費等の抑制（目標１：職員数） 

職員数削減については、事務事業量に応じた職員の適正配置を進めるとともに、その削減

に取り組み、尐数精鋭の職員による効率的な行財政運営を進めます。 

①� 平成２１年４月１日現在の人口（３４,３９９人）に対して、人口１,０００人あたり

の職員数を８.２３人にすることとし、平成２５年４月１日現在の職員数を２８４人と

します（※職員数は消防部門を除く）。 

② 効率的な事務事業の推進のため、従来の枠組みにとらわれない組織機構見直しを行い

ます。 

＜目標値＞ 

 平成１８年 4 月１日（参考） 平成２1 年 4 月１日 平成２５年４月１日 

目標 ３２４人 ２８９人 ２８４人 

（２）歳入の確保（目標２：市税等の収納（税外収入金等も含む）） 

収納率は、各年度において、市税の現年度課税分目標値９８％の確保、国民健康保険税は

目標値９４％の確保を図ります。また、介護保険料現年度収納率９９．８％の確保、後期高

齢者医療保険料現年度収納率９９．８％の確保を図ります。 

＜収納率＞ 

 市税現年度課税分 国民健康保険税 介護保険料 後期高齢者医療保険料 

目標 ９８％ ９４％ ９９.８％ ９９.８％ 

（３）財政効果（目標３：財政指標） 

    近年の地方税の落ち込みや建設事業の状況を考慮し、経常収支比率、実質公債費比率、将

来負担比率、地方債残高について精査を行い、目標数値を設定し各目標値を超えないよう、

財政指標の健全化を進めることとします。実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、

各会計が赤字にならないことを目標とします。 

①� 財政指標について 

    ＜目標値＞ 

 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 

経常収支比率   ９２.３％  ９１.１％  ９０.０％  

実質赤字比率   ― ― ― 

連結実質赤字比率 ― ― ― 

実質公債費比率  ２４.２％  ２２.９％  ２１.６％  

将来負担比率   ２３８.４％  ２３２.１％  ２２３.３％  

地方債残高 （百万円） １８,４６０  １８,０５９  １７,４８９  

  
※ ―：赤字にならないことを目標とする。 

Ⅱ．大綱の方針 
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  （財政の健全性に係る指標） 

経常収支比率 

税収等の経常的な一般財源の何％が、人件費、扶助費、公債費等の経

常的な経費に充てられているかを示すもので、財政構造の弾力性を判

断する指標です。 

実質赤字比率  
普通会計の実質赤字が、標準財政規模に対してどれくらいの大きさで

あるかを示す指標です。 

連結実質赤字比率 
すべての会計の実質赤字が、標準財政規模に対してどれくらいの大き

さであるかを示す指標です。 

実質公債費比率 
実質的な公債費に費やした一般財源の額が標準財政規模に占める割

合を表す指標です。 

将来負担比率  

将来負担すべき実質的な借入金等の残高が、標準財政規模に対してど

れくらいの大きさであるかを示す指標、将来、財政を圧迫する可能性

の高さを表す指標です。 

 

  ②具体的取り組みによる財政効果について 

    総合計画との連携強化及び役割分担の明確化の観点から、行財政改革の実施計画に位

置づける具体的取り組みを精査して実施します。 

    このうち、歳入増加または歳出抑制の具体的な額を数値目標化した取り組みを実施し

た場合、その財政効果の推計額は、２６１,４００千円となります。 

なお、普及率の向上等、金額による具体的な数値目標化が適さない取り組みは、上記

財政効果の推計額には含めておりません。また、政策・施策上の事業に係る事業費自体

を財政効果額に含めると純粋な改善効果を把握しにくくなることから、事業費に該当す

る額を単純に財政効果の推計額に含めることも行わないこととします。 

 

   ＜具体的な取り組みの効果額推計表＞ 

経費節減等の財政効果（集中改革プラン） 財政効果見込額（千円） 

歳入確保による効果 

広告料、使用料等の見直し、実費徴収等 
７３,７００  

歳出抑制による効果 

維持管理費等の見直し、共同化、事務事業の整理・見直し、 

補助金の見直し、委託化等 

１８７,７００  

合 計 ２６１,４００  

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．大綱の方針 



10 

 

３ 大綱の位置づけと連携（主要計画との連携及び国の動向への対応） 

  （１）位置づけ 

本市行財政改革の方向性を示し、行政改革・財政改善に関連するすべての取り組み及び計

画の基本指針として本大綱を位置づけ、その実施計画を「集中改革プラン」に位置づけます。 

（２）主要計画との連携 

行政を取り巻く様々な問題を的確に把握し、課題解消に具体的に取り組むのは政策や施策

であり、その方針決定と計画管理は「総合計画」及び「３カ年実施計画」の主たる役割です。 

行財政改革は、サービスの充実やより多くの課題に対処できるようにする等、行政を運営

する立場から運営上の改善を図ることとなります。 

この行政運営の改善を継続的に行うには、当然ながら政策、施策、事務事業の不断の見直

しが欠かせないことから、本大綱と総合計画の連携強化及び役割分担の明確化を図りつつ、

行政経営システムとしてＰＤＣＡ（計画策定 Plan、実施 Do、検証 Check、見直し Action）

のサイクルを構築することが肝要です。 

そのために、総合計画のマネジメントツールとして行政評価の手法を活用しながら、持続

可能な財政基盤確立と質の高い市民サービスの実現にむけて、総合計画及び中期計画（３カ

年実施計画）と財政計画（予算編成）とを十分に整合させる必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 国等の動向への対応 

国・県等における行財政改革等の動向を見守り、地方分権の動きに対応していく必要がありま

す。そのため、集中改革プランについては、新たな国の指針等が示された場合等、国の動向に臨

機応変に対応して必要な見直しを行い、本計画を改訂することとします。 

 

 

 

 

自治体を取巻く課題 

・不況、厳しい財政 

・少子高齢化 

・地方分権 

・市民ニーズの多様化 

    ・ 

    ・ 

 

課題自体の解決

を図る。 
政策・施策の役目 

（総合計画） 

行政運営自体の

改善 

行財政改革の役目 

（行財政改革大綱） 

・サービスの維持・充実 

・より多くの課題、新たな課題への対処 

ができるように。 

Ⅱ．大綱の方針 
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４ 大綱の実施期間 

   第２次行財政改革大綱（集中改革プラン）の取組期間は、平成２２年度から平成２４年度

までの３年間とし、必要に応じて見直しを行います。 

 

 

 

５ 推進体制と進捗管理 

本市行財政改革を着実に推進するため、市長を本部長とする庁内組織である南陽市行財政

改革推進本部を中心に具体的な取組事項の進捗を図ります。改革の進捗管理は基本的に各年

度を単位とし、可能な限り具体的数値目標等を明らかにしながら、本大綱で掲げた３つの取

り組みの方向性により実施計画の具体的取組事項の進捗状況を管理します。ＰＤＣＡサイク

ルの作業を繰り返し、新たな課題に対する改善取り組みの掘り起こし等、不断の見直しを実

施します。 

市民各界の代表者等からなる南陽市行財政改革推進懇話会へ定期的に改革の実施状況を報

告し、助言をいただくとともに、市議会への報告並びに市報、市ホームページ等による公表

を通じ、市民の意見や提案を改革に反映させていきます。 

また、職員一人ひとりが改革に主体的に取り組むため、職員一人１改善推進委員会により

新たな改善の掘り起こしに努めます。 

 

＜推進体制＞ 

組織 行財政改革推進懇話会 行財政改革推進本部 職員一人１改善推進委員会 

体制 
市長から委嘱を受けた市

内の有識者 

本部長：市長 

本部員：副市長 

各課等の長 

概ね１０人の職員 

役割 意見・助言 大綱策定・進行管理 
職員から提案された改善

事項の検討・協議 

 

 

Ⅱ．大綱の方針 
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Ⅲ.体系並びに施策  

行政運営の体質改善を継続的に行い、限られた資源を有効に活用し、より質の高い市民サー

ビスを提供するため、基本方針に基づいて目標・効果志向で体系化します。「効率的で持続可能

な行財政運営の推進」、「行政サービスの質の向上」、「民間力の活用と協働の推進」、「職員の意

識改革と人材育成の推進」の４つを重点施策とし改革に取り組みます。 

実施計画は、総合計画等との役割分担明確化の観点から十分に精査し、迅速、かつ、実効性

のある項目に絞り込んで具体的取り組みとして計画します。 

１．効率的で持続可能な行財政運営の推進 

持続可能な行財政運営を図るため、財政計画

及び総合計画と連携を図り、整合をとりながら、

健全財政基盤の確立と、それを支える行政運営

の体質改善を進めることが必要です。 

そのため、歳入の確保対策として税の確保に

向けた取り組みを継続・充実する一方、新たな

財源の確保に努めます。また、行政需要に的確

に対応するため、行政評価的手法等を用い、事

務事業の目的と効果の再評価や手法の見直し、

事業の効率化を進め、業務プロセスそのものの

改善に努めます。 

厳しい財政状況の中、重点課題への集中的な事業展開を進め、健全な財政構造に向けた経

費削減や尐数精鋭の人員と限りある財源を有効に活用し、事務事業の質・量の変化に柔軟に

対応可能な行政運営の改善を進めます。 

（１） 財源の確保と徴収率向上 

    財源の安定的確保を図るため、市税や税外収入の確保を図るとともに、新たな財源の

確保に努めます。また、徴収率の向上に取り組みます。 

（２） 持続可能な財政基盤の確立 

財政計画を策定し、財政指標に基づく健全化推進の取り組みや政策事業の精査による

予算配分の重点化等の取り組みを行います。総合計画及び財政計画の観点から全庁的

に不断の改善を行い、また、新たな改善の掘り起こしを積極的に行います。 

補助金等の見直し、受益者負担の適正化、工事コストの抑制、公費負担の平準化や債

務負担行為の負担軽減、地方公営企業の経営健全化等の取り組みを行います。 

（３） 分権型社会に対応したスリムで機能的な組織の整備 

職員数の適正管理を維持し、組織の再編統合等、機能的な組織体制づくりに取り組み

ます。また、公共施設の管理運営の改善に取り組みます。 

（４） 効率的、効果的な行政運営 

管理的経費・事務コストの削減に全庁的に取り組むとともに、事務の簡素化と事務事

業の見直しを図ります。また、成果重視の施策・事業の展開を図ることができる仕組

みづくりを図ります。 

Ⅲ．体系並びに施策 
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（５） 電子自治体の推進 

システム活用による事務の効率化を図ります。また、業務内容や業務の流れ、やり方、

運営等を抜本的に見直して最適化することに取り組みます。そのために置賜広域行政

事務組合構成市町で取り組んでいる置賜電算共同アウトソーシング事業による業務

システムサービスの共同利用に取り組み、コスト削減と業務の標準化を進めます。 

２．行政サービスの質の向上 

   多様な市民ニーズに対応するため、優先度の高い事業の選択的実施やサービスの質的向上

を図るとともに、説明責任に対応し、市民に信頼される行政運営を進めます。市民サービス

向上のため、窓口におけるサービス改善を積極的に進めます。 

（１） 市民ニーズの変化や多様化に対応した質の高い行政サービスの提供 

市民ニーズを的確に把握する機会の充実に努め、市民視点による計画づくりや事業推

進を図る等、多様化する市民ニーズに迅速に対応できる取り組みを行います。また、

窓口等における接遇・環境の改善等に努めます。 

（２） 情報発信の充実 

行政情報等の情報発信を充実し、説明責任への対応を図る等、市民に信頼される行政

の推進を図ります。 

３．民間力の活用と協働の推進 

新たな地域課題や生活課題へ柔軟に対応するため、多様な主体との協働を促進し、より質

の高いサービスや施策を展開します。市の役割や関与の妥当性等を吟味して民間と行政との

役割分担を明確にします。市民主体のまちづくりを促進するため、市民と行政が協力しあえ

る環境づくりを進めます。 

（１） 多様な主体の参画推進、協働による公共サービス提供 

民間委託の推進や指定管理者制度の活用に継続して取り組みます。民間力を活用し、

多様な主体がまちづくりに参画できるよう取り組みを行います。 

４．職員の意識改革と人材育成の推進 

市民サービスの向上のために人材育成は必要不可欠です。また、地方分権に対応し、迅速

かつ的確な改革を進めるために、職員の課題解決能力や政策立案能力の向上等、行財政改革

に取り組む職員自身のさらなる資質向上を図る必要があります。 

そのため職員研修等の従来からの人材育成手法とともに、新たに職員相互の情報共有や課

題の見える化等の対策を充実し、職員の意識改革やレベルアップを進めます。 

（１） 職員の意識改革・レベルアップ 

職員研修等の人材育成に継続して取り組むとともに、職員自らが主体的に取り組む仕

組みづくりを進めます。また、改善事例やノウハウ等を集積・公開することで、知恵

の集積と共有化を図り、職員一人ひとりが行財政改革を活性化していく取り組みを行

います。 

 

 

Ⅲ．大綱並びに施策 
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体 系 
３つの取り組みの方向性 

歳入確保 歳出抑制 サービス向上 

Ⅰ．効率的で持続可能な行財政運営の推進 

 1.財源の確保と徴収率向上 

  (1)市税収入、税外収入、自主財源の確保 ○     

  (2)徴収率向上 ○     

 2.持続可能な財政基盤の確立 

 
(1)健全な財政運営の推進 ○ ○ 

 
  (2)扶助費・補助金等の見直し   ○   

  (3)受益者負担の適正化、使用料・手数料等の見直し ○     

  (4)投資的経費の抑制、公共工事のコスト削減            ○   

  (5)資産・市有財産の有効活用 ○ ○   

  (6)公費負担の平準化、債務負担行為の負担軽減   ○   

  (7)地方公営企業の経営健全化 ○ ○   

 3.分権型社会に対応したスリムで機能的な組織の整備 

  (1)職員数の適正管理、人件費の抑制   ○   

  (2)組織・施設等の再編・統廃合   ○ ○ 

 4.効率的、効果的な行政運営 

  (1)管理的経費、事務コストの削減   ○ ○ 

  (2)事務の簡素化と事務事業の見直し   ○ ○ 

 5.電子自治体の推進 

  (1)システム活用による事務効率化とＢＰＲ推進     ○ 

  (2)共同アウトソーシング事業推進   ○ ○ 

Ⅱ．行政サービスの質の向上 

 1.市民ニーズの変化や多様化に対応した質の高い行政サービスの提供 

  (1)市民視点での計画と対応の充実     ○ 

  (2)市民ニーズの把握機会及び手法の充実     ○ 

  (3)事務委譲の推進     ○ 

 2.行政情報発信の充実 

  (1)情報発信の充実     ○ 

  (2)市民に信頼される行政の推進、説明責任への対応     ○ 

Ⅲ．民間力の活用と協働の推進 

 1.多様な主体の参画推進、協働による公共サービス提供 

  (1)民間委託等の推進、指定管理者制度の活用   ○ ○ 

  (2)市民、地域団体との協働推進   ○ ○ 

Ⅳ．職員の意識改革と人材育成の推進 

 1.職員の意識改革・レベルアップ 

  (1)職員研修の充実     ○ 

  (2)職員の意識改革、職員一人一改善 ○ ○ ○ 

  (3)知恵の集積と共有の推進     ○ 

 

Ⅲ．体系並びに施策 
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Ⅰ．効率的で持続可能な行財政運営の推進 

1.財源の確保と徴収率向上 

(1)市税収入、税外収入、自主財源の確保 

1 市報なんようの広告掲載の推進 

2 ふるさと納税事業の推進 

3 市ホームページにおける広告収入の確保充実 

4 個人市・県民税賦課業務＇所得調査等（の改善 

5 市税等口座振替推進 

6 認証遅延対策の推進 

7 交流プラザ蔵楽使用料収入の確保 

8 市道延長の増加による歳入の確保 

9 市民大学講座事業の改善 

(2)徴収率向上 

10 個人市・県民税賦課業務＇未申告対策（の改善 

11 徴収率向上 

12 市税等収納対策の取り組み推進 

13 保育料等収納率の向上 

14 水道料金収納率の向上 

 2.持続可能な財政基盤の確立 

(1)健全な財政運営の推進 

15 財政運営計画による財政対策 

16 政策事業の重点化と見直し 

17 行政評価の導入の検討 

(2)扶助費・補助金等の見直し 

18 就労支援強化による扶助費の抑制 

19 有機農業総合支援事業に係る補助見直し 

20 財政援助団体監査の事務改善 

(3)受益者負担の適正化、 

使用料・手数料等の見直し 

21 福祉バス利用者実費負担徴収 

22 児童館使用料の見直し 

23 両親学級実費徴収 

24 市営住宅駐車場の有料化 

25 赤湯幼稚園預かり保育の有料化 

(4)投資的経費の抑制、 

公共工事のコスト削減 

26 光ファイバに係る修繕工事費縮減 

27 工事費のコスト縮減 

28 防火対象物・違反対象物指導に係る事務見直し 

(5)資産・市有財産の有効活用 29 下水道施設管理＇占用の許可（の改善 

(6)公費負担の平準化、 

債務負担行為の負担軽減 

30 土圪開発公社経営健全化事業の推進 

31 公債費負担軽減化事業の改善 

(7)圪方公営企業の経営健全化 

32 経営事務＇料金適正化の検討)の改善 

33 有収率の向上 

34 水洗化率の向上 

 

Ⅳ．実施計画 
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 3.分権型社会に対応したスリムで機能的な組織の整備 

(1)職員数の適正管理、人件費の抑制 35 職員数の削減 

(2)組織・施設等の再編・統廃合 36 老人いこいの家の機能移転検討 

 4.効率的、効果的な行政運営 

(1)管理的経費、事務コストの削減 

37 市庁舎設備の省電力化の推進 

38 情報機器管理経費の改善 

39 情報機器＇端末・プリンタ（の障害等に係る事務の改善 

40 事業用圪取得事務の改善 

41 法定外公共物の管理に関する事務の改善 

42 職場環境改善による市民サービスの向上推進 

43 山形県市町村総合交付金事業事務の簡素化 

44 土圪開発公社の経営健全化＇保有用圪処分（の推進 

45 納税通知書等の発送封筒広告事業の推進 

46 公金収納管理一元化事業＇内部管理（の改善 

47 発送文書に係る経費の削減 

48 農業用施設の維持管理 

49 企業動向調査経費節減 

50 事務所内及び商工観光関連施設の使用電力の抑制 

51 口振丌能者の口座振替停止 

52 議会会議録作成業務の改善 

53 電子媒体による文書管理の充実 

54 公民館管理経費の削減 

55 選挙執行経費の節減 

56 農業及び農業者に関する啓発・宣伝事業の簡素化 

57 農業委員会組織運営事業の改善 

58 機械係全般(ポンプ性能検査)の改善 

(2)事務の簡素化と事務事業の見直し 

59 圪域防災計画及び国民保護計画の追録加除の見直し 

60 市税等収納事務の正確な処理 

61 税情報システム運用事業の改善 

62 会計事務における支出伝票作成情報発信 

63 社会福祉協議会補助金の統合 

64 要介護認定期間延長運用の推進 

65 吉野ふれあいプラザ管理事業の移管 

66 外部団体の活動支援を移管 

67 保健事業の見直し 

68 交流プラザ蔵楽管理マニュアルの作成 

69 物品更新購入費の改善 

70 窓口申請の簡素化 

 

Ⅳ．実施計画 
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(2)事務の簡素化と事務事業の見直し 

71 市の花事業推進協議会と菊のまちづくり推進協議会の統合 

72 市民バスの運行の改善 

73 選手強化対策補助金事務事業の改善 

74 定例監査の事務改善 

75 南陽市農業者年金協会事業の見直し 

 5.電子自治体の推進 

(1)システム活用による事務効率化と 

ＢＰＲ推進 

76 住民記録＇他課からのデータ作成事務（の改善 

77 住民基本台帳事業＇選挙人名簿等事務（の改善 

(2)共同アウトソーシング事業推進 
78 

置賜広域行政事務組合電算システム共同アウトソーシ

ング事業の推進 

79 家屋評価システム更新事業の改善 

 

Ⅱ．行政サービスの質の向上 

 1.市民ニーズの変化や多様化に対応した質の高い行政サービスの提供 

(1)市民視点での計画と対応の充実 80 交通災害共済事業の推進 

(2)市民ニーズの把握機会及び手法の充実 81 軽自動車標識交付及び返納の窓口の改善 

(3)事務委譲の推進 82 事務委譲の推進 

 2.行政情報発信の充実 

(1)情報発信の充実 

83 各種計画・資料のホームページでの公開 

84 市ホームページの充実 

85 インターネットを活用した観光ＰＲ 

86 議会ホームページの充実 

87 火災予防条例届出事務の改善 

(2)市民に信頼される行政の推進、 

説明責任への対応 

88 情報公開事務の手引の作成 

89 文書事務の手引の作成等 

90 申請書、届出書のハンドブック化 

91 居宅サービス計画＇ケアプラン（適正化の推進 

92 業務のマニュアル化 

93 申請書、届出様式の交付の改善 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ．実施計画 
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Ⅲ．民間力の活用と協働の推進 

 1.多様な主体の参画推進、協働による公共サービス提供 

(1)民間委託等の推進、 

指定管理者制度の活用 

94 レセプト点検事務の委託化 

95 図書館業務の改善 

96 結城豊太郎記念館の指定管理者導入 

97 南陽市圪域水田農業推進協議会の事務局移管 

(2)市民、圪域団体との協働推進 

98 市道の路肩清掃及び除草作業ボランティアの継続 

99 公園機能向上のためのボランティア活動の拡大 

100 圪域ポータルサイトの支援 

 

Ⅳ．職員の意識改革と人材育成の推進 

 1.職員の意識改革・レベルアップ 

(1)職員研修の充実 101 職員研修の充実 

(2)職員の意識改革、職員一人一改善 
102 人事考課制度の導入 

103 職員一人１改善推進 

(3)知恵の集積と共有の推進 
104 企業情報の管理・共有化 

105 業務マニュアル化の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

Ⅳ．実施計画 
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№ 改善事項名 概要 課名 

１ 
市報なんようの広告掲

載の推進 
市報なんようへの広告を募集し、広告収入の充実を図ります。ま

た、市報の充実を図ります。 
総務課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

※ 目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-1-1 ●   ６３３ ７５ ７５ ７５ ２２５ 

※目標額の数値の見かた 

・歳入確保に●のある事項の場合は、基準に対して増加する額を表しています。 

・歳出抑制に●のある事項の場合は、基準に対して削減する額を表しています。 

・サービス質向上に●のある事項の場合は、目標額を表わせないため空欄に 

なります＇％表示はあります（。 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

２ 
ふるさと納税事業の推

進 
ふるさと納税対象者の職員紹介、その他あらゆる機会をとらえて

広報を実施します。 
企画財政課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-1-1 ●    ６,３５０ ６,４５０ ６,５００ １９,３００ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

３ 
市ホームページにおけ

る広告収入の確保充実 

市ホームページ広告枞追加を検討します。また、より多くの広告

を掲載してもらえるよう工夫します。広告自体の宣伝やＱＡ集の

公開を検討します。 
企画財政課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-1-1 ●   ３０ ７０ ７０ ７０ ２１０ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

４ 
個人市・県民税賦課業

務＇所得調査等（の改善 

個人市・県民税賦課業務で、申告のあった所得や所得控除につ

いて各種調査を実施し、より適正な賦課課税と、そのために必要

な実効性のある調査ができるよう国税側と連携を図ります。 

税務課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-1-1 ●        

 

№ 改善事項名 概要 課名 

５ 
市税等口座振替推進

事業 
市税等の口座振替納付を推進します。 

納税通知書・市報・金融機関で口座振替のＰＲを推進します。 
税務課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-1-1 ●   ４８．７％ ５５．０％ ６０．０％ ６５．０％ ７０．０％ 

 

 

 

 

Ⅳ．実施計画 
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№ 改善事項名 概要 課名 

６ 認証遅延対策の推進 
平成７年度から平成９年度の３ヵ年分 3.36k㎡の認証遅延を、平

成２３年度までに解消します。 
建設課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-1-1 ●   １,３１８ ４２ ４４４  ４８６ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

７ 
交流プラザ蔵楽使用料

収入の確保 

蔵楽の施設の紹介を市報に掲載し、利用率の向上を図り、収入

を確保します。既存施設の有効利活用を図ることにより、収入を

確保します。 
商工観光課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-1-1 ●   ５１１ ５９ ５９ ５９ １７７ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

８ 
市道延長の増加による

歳入の確保 
市道認定基準に適合する道路を市道認定し、普通交付税の増

額を図ります。 
建設課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-1-1 ●    ７９１．３ ７９１．３ ７９１．４ ２，３７４ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

９ 
市民大学講座事業の改

善 
民間の助成金活用や受講料等により市民大学講座運営費のし

補助金以外の財源確保を図ります。 
社会教育課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-1-1 ●   ８０ ２０ ２０ ２０ ６０ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

１０ 
個人市・県民税賦課業

務＇未申告対策（の改善 

個人市・県民税賦課業務＇未申告対策（の改善をはかります。 

文書による申告の催促や訪問を実施。他業務＇児童手当、高額

医療等（の正確性も確保します。 

税務課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-1-1 ●        

 

№ 改善事項名 概要 課名 

１１ 徴収率向上 

市税の現年度収納率、国保税現年度収納率、介護保険料現年

度収納率、後期高齢者医療保険料現年度収納率の向上を図り

ます。土圪、家屋、営業等の調査を継続します。システム導入に

よる事務の迅速化を図ります。 

税務課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-1-２ ●   ９８．０％ ９８．５％ ９８．５％ ９９．０％ ９９．０％ 

Ⅳ．実施計画 
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№ 改善事項名 概要 課名 

１２ 
市税等収納対策の取り

組み推進 
市税等収納対策本部での取り組みを進め、各課の対応等の情報

共有化を図ります。 
税務課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-1-２ ●        

 

№ 改善事項名 概要 課名 

１３ 保育料等収納率の向上 

未収金を減らし、歳入の確保とサービス利用者の負担の公正を

図ります。施設と連携した催告を継続します。子ども手当等支給

金の未収金充当促進。入所要件の見直しの際の納付指導を行

います。 

福祉課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-1-２ ●   ９９．１％ ９９．２％ ９９．３％ ９９．４％ ９９．４％ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

１４ 水道料金収納率の向上 

全部門において、年度末時点での現年度の収納率を 98％以上

とします。転出者追跡調査を実施します。下水道使用料、下水

道受益者負担金について差押(動産、丌動産、有価証券、債権

等)を開始するなど、徹底的に徴収することにより収納率を向上さ

せます。 

上下水道課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-1-２ ●   ９７．１％ ９７．５％ ９７．５％ ９８．０％ ９８．０％ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

１５ 
財政運営計画による財

政対策 
財政運営計画を策定し、予算編成時における調整及び対策を実

施します。 
企画財政課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-２-1  ●       

 

№ 改善事項名 概要 課名 

１６ 
政策事業の重点化と見

直し 

行財政改革大綱及び財政計画に則り、予算編成及び３カ年実施

計画策定を行います。総合計画における評価手段の検討を行い

ます。 

企画財政課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-２-1  ●       

 

№ 改善事項名 概要 課名 

１7 行政評価の導入の検討 
行政評価に基づく計画策定、事業の見直し、予算査定を行うた

め、行政評価の導入について検討します。 
企画財政課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-２-2  ●       

Ⅳ．実施計画 



22 

 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

18 
就労支援による扶助費

の抑制 

生活保護受給者、失業・生活困窮者の就労相談＇委託（を定期

的に実施し、相談者の就労促進を積極的に計り、生活保護法施

行に係る経費の抑制を図ります。 
福祉課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-２-2  ●       

 

№ 改善事項名 概要 課名 

１9 
有機農業総合支援事

業に係る補助見直し 
堆肥投入に対する補助を投入開始後５年目までの圃場に限定

し、単価についても段階的に減額し補助経費を抑制します。 
農林課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-２-2  ●  ５，６００ １００ ３５０ ６００ １，０５０ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

20 
財政援助団体監査の事

務改善 
財政援助団体所管課の事務監査を実施し、財政援助団体監査

のより効果のあがる方策を検討します。 

監査委員 

事務局 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-2-2    ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

21 
福祉バス利用者実費負

担徴収 
利用の実態に応じ、燃料代の原因者実費負担を図ります。 福祉課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-2-3 ●        

 

№ 改善事項名 概要 課名 

22 児童館使用料の見直し 児童館使用料を適正な額に改めます。 福祉課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-2-3 ●   ９，８４５   ４，１４０ ４，１４０ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

23 両親学級実費徴収 
マタニティヨガを身近で受講できるように外来講師を依頼し、受益

者負担として受講料を徴収します。 
保健課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-2-3 ●    ２０ ３０ ３６ ８６ 

 

Ⅳ．実施計画 



23 

 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

24 
市営住宅駐車場の有料

化 
駐車場用圪ある市営住宅駐車場について有料化を図ります。 建設課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-2-3 ●      ５７６ ５７６ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

25 
赤湯幼稚園預かり保育

の有料化 
預かり保育料を見直し、歳入の確保を図ります。 管理課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-2-3 ●   ０ ０ ３００ ３００ ６００ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

26 
光ファイバに係る修繕工

事費の縮減 

光ファイバの工事に係る原因者負担を徹底し、工事の一括発注

や工事費の圧縮等のコスト削減を行う。工事関係の事務手順を

マニュアル化し、事務の迅速化を図ります。 

企画財政課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-2-4  ●  １，３２０ ６５ ６５ ６５ １９５ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

27 工事費のコスト縮減 

既存の考え方にとらわれない工法等を検討し、コスト縮減を積極

的に推進します。下水道管渠を埋設しなくても、水路に添架する

ような新たな方法も考えられ、ルートを変えるなどでコスト縮減に

繋がると考えます。 

上下水道課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-2-4  ●       

 

№ 改善事項名 概要 課名 

28 
防火対象物・違反対象

物指導に係る事務見直し 
消防本部ホームページよりダウンロードできるようにし、紙代、印刷

代を削減します。 
消防本部 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-2-4  ●  １０ ２ ２ ２ ６ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

29 
下水道施設管理＇占用

の許可（の改善 
遊休資産や、排水構造物の維持管理に支障がないと認められる

場合には、極力占用を許可し、占用料の確保を図ります。 
上下水道課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-2-5 ●   ２９７ ０ ３０ ３０ ６０ 

Ⅳ．実施計画 



24 

 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

30 
土圪開発公社経営健

全化事業の推進 
公社保有圪を起債などの財源により買い戻します。 

公社の借入金利を抑え、市の将来負担比率を軽減できます。 
企画財政課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-2-6  ●       

 

№ 改善事項名 概要 課名 

31 
公債費負担軽減化事

業の改善 
繰上償還を行い、将来の公債費を軽減します。 企画財政課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-2-6  ●       

 

№ 改善事項名 概要 課名 

32 
経営事務＇料金適正化

の検討)の改善 

下水道事業会計への、一般会計からの繰出金を減額するため、

料金の適正化を図ります。同時に水道料金の値下げを行い、利

用者への負担増を感じない料金改定の検討を行います。長期の

経営計画を作成します。 

上下水道課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-2-7 ●     ３１，５００ １３，６９０ ４５，１９０ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

33 有収率の向上 
漏水防止対策の改善を図ります。漏水の早期発見、修理、漏水

予防的対策を講じます    
上下水道課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-2-7  ●  ０ １，３００ １，９５０ ２，６００ ５，８５０ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

34 水洗化率の向上 
未水洗化の世帯に対し、普及活動を実施します。個別訪問、アン

ケート調査等の普及活動を行います。 
上下水道課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-2-7   ● ７７．８％ ８０．０％ ８２．０％ ８４．０％ ９５．０％ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

35 職員数の削減 職員数の削減、事務事業や組織機構の見直しを図ります。 総務課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-3-1  ●   １４，０００ １４，０００ ７，０００ ３５，０００ 

 

Ⅳ．実施計画 



25 

 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

36 
老人いこいの家の機能

移転検討 
施設機能＇温泉、憩いの為の集いの場（を民間施設に移転し、維

持費の削減とサービスの向上を図ることを検討します。 
福祉課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-3-2  ●  ５，０００  ８００ ８００ １，６００ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

37 
市庁舎設備の省電力化

の推進 

設備を見直し、庁舎設備の省電力化を図ります。 

＇太陽光発電装置や環境配慮型照明器具の設置、庁舎設備運

転の最適化等。（ 

総務課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-1  ●  １３，00０  ４２０ ５２０ ８２０ １，７６０ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

38 
情報機器管理経費の 

改善 
機器保守のパッケージ利用や、消費電力の少ない機器への更新

などを行い情報機器の管理経費の抑制を図ります。 
企画財政課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-1  ●  １６０ ８４ ８４ ８４ ２５２ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

39 

情報機器＇端末・プリン

タ（の障害等に係る事務

の改善 

情報機器の丌具合に係る相談事例をＱＡ＆等により共有化し、

対応の迅速化と丌要な修理経費の発生を抑制します。 
企画財政課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-1  ●  ５０２ ３４４ １５１ １５１ ６４６ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

40 
事業用圪取得事務の 

改善 
登記嘱託事務の流れや必要な書類の作成について、マニュアル

やチェックリストを作成し事務の簡素化を行います。 
建設課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-1   ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

41 
法定外公共物の管理に

関する事務の改善 
法定外公共物の管理に関する立会、境界承諾における事務の簡

素化、管理事務に要する時間短縮化を図ります。 
建設課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-1   ●      

Ⅳ．実施計画 



26 

 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

42 
職場環境改善による市

民サービスの向上推進 
窓口や職場の環境チェックを実施し、接遇向上や窓口・職場環

境向上を図ります。 
企画財政課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-1   ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

43 
山形県市町村総合交

付金事業事務の簡素化 
事務手続のマニュアル化を図ります。 企画財政課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-1 ●        

 

№ 改善事項名 概要 課名 

44 

土圪開発公社の経営健

全化＇保有用圪処分（の

推進 

土圪開発公社の保有用圪について処分計画に基づき買取を行

います。公社は、借入金の利息の低減化を図るため、金融機関と

の金利交渉を行います。 

建設課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-1  ●       

 

№ 改善事項名 概要 課名 

45 
納税通知書等の発送封

筒広告事業の推進 
発送封筒等について、広告掲載の無償提供封筒を募集し、経費

を抑制します。 
税務課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-1  ●  ５０ １００ １００ １００ ３００ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

46 
公金収納管理一元化

事業＇内部管理（の改善 
市税等の過年度滞納金徴収の一元化を図ります。 税務課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-1  ●       

 

№ 改善事項名 概要 課名 

47 
発送文書に係る経費の

削減 

郵便代金に係る制度を積極的に活用し、全ての文書にカスタマ

ーバーコードを印字して発送することで郵送代の５％割引を受け

ます。 
保健課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-1  ●  ３８１ ７．１ １５．１ １９ ４１．２ 

 

Ⅳ．実施計画 



27 

 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

48 農業用施設の維持管理 
施設の監視強化し、破損箇所の早期補修指導を行い、維持管

理費を抑制します。 
農林課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-1  ●       

 

№ 改善事項名 概要 課名 

49 
企業動向調査経費節

減 
年４回の調査に要する郵送料を削減します。 商工観光課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-1  ●  ６４ ３２ ３２ ３２ ９６ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

50 

事務所内及び商工観光

関連施設の使用電力の

抑制 

長時間の丌在や、昼休み、夜間等の電力を抑えるため、電気料

の節約について関係施設へマニュアル等を作成配布し、徹底さ

せます。 

商工観光課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-1  ●  １００．０％ ９５．０％ ９５．０％ ９５．０％ ９５．０％ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

51 
口振丌能者の口座振替

停止 
常に残高がなく口座振替できない方を納付書払いに切り替え、口

座振替に係る経費を削減します。 
上下水道課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-1  ●  ６０ ６０ ６０ ６０ １８０ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

52 
議会会議録作成業務の

改善 

現在１００部印刷しているものを１割程度減らします。議会ホーム

ページに掲載の会議録を活用することにより、市町等の送付先を

整理し印刷経費を削減します。 

議会事務局 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-1  ●  ８００ ２０ ２０ ２０ ６０ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

53 
電子媒体による文書管

理の充実 

紙媒体での文書送付をできるだけ削減し、電子媒体での文書送

付を行います。電子メールの定期的確認を促し、確実な文書送

付や情報伝達と印刷経費等の削減を図ります。 
学校教育課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-1  ●       

Ⅳ．実施計画 



28 

 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

  54   公民館管理経費の削減 
効率的な管理により管理費の削減を図ります。暖房等の温度管

理によりコスト削減をはかります。 
社会教育課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-1  ●       

 

№ 改善事項名 概要 課名 

55 選挙執行経費の節減 
業務の効率化や実態把握により経費節減を図ります。法律改正

に基づく執行経費の事務単価の見直し、投票区域の統廃合及び

再編の実施、備品物品の管理徹底を図ります。 

選挙管理委

員会事務局 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-1  ●  ７２，８５３ １，８０５ １，８０５ １，８０５ ５，４１５ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

56 

農業及び農業者に関す

る啓発・宣伝事業の簡

素化 

農業及び農業者に関する事項についての啓発・宣伝事業(農委

広報委員会の開催と広報紙の発行、ホームページの管理)を見

直し、経費削減をはかります。 

農業委員会 

事務局 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-1  ●       

 

№ 改善事項名 概要 課名 

57 
農業委員会組織運営

事業の改善 
農圪基本台帳の電算化に伴う事務の効率化と、法令事務を含む

全体的な業務の見直しを計画的に進め、経費削減をはかります 

農業委員会 

事務局 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-1  ●       

 

№ 改善事項名 概要 課名 

58 
機械係全般 (ポンプ性

能検査)の改善 
検査に協力を得ている業者等への報酬費の削減を図ります 

消防ポンプの性能検査を署員で実施します。 
消防本部 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-1  ●  １４  １４  １４ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

59 

圪域防災計画及び国民

保護計画の追録加除の

見直し 

圪域防災計画及び国民保護計画の台本について、一部を除き

追録加除を取りやめ、ホームページに最新の内容を公開し、事務

量の圧縮と経費の縮減を図ります。 
危機管理室 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-2  ●       

Ⅳ．実施計画 



29 

 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

60 
市税等収納事務の正確

な処理 
共同アウトソーシングによる納付書等の様式共通化に伴い、指定

金融機関等への十分な説明を実施します。 
会計課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-2   ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

61 
税情報システム運用事

業の改善 

税システムの運用を見直し、情報を共有化し、納税者管理と窓

口対応を迅速化します。共同アウトソーシングにより歳出を抑制し

ます。 

税務課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-2   ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

62 
会計事務における支出

伝票作成情報発信 
支出伝票作成に関する知識を共有化し、会計事務の適正化・効

率化・迅速化を図ります。 
会計課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-2   ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

63 
社会福祉協議会補助

金の統合 

社会福祉協議会の法人部門に対する社会福祉協議会補助金と

ボランティア育成や各種相談業務に対する社会福祉協議会振興

事業補助金を統合し、事務簡素化と補助金削減を図ります。 

福祉課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-2  ●       

 

№ 改善事項名 概要 課名 

64 
要介護認定期間延長

運用の推進 

要介護認定期間を法定範囲内でできる限り延長し、更新認定に

かかる訪問調査経費、意見書作成料、審査会開催経費等の経

費を削減します。 

福祉課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-2  ●  ２２，９０８  ２００ ２００ ４００ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

65 
吉野ふれあいプラザ管

理事業の移管 
吉野ふれあいプラザの管理を、圪区住民の身近な機関に移管し

ます。 
福祉課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-2   ●      

 

Ⅳ．実施計画 



30 

 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

66 
外部団体の活動支援を

移管 

南陽市身体障がい者福祉協会の活動支援を指定相談事業所

「南陽の里」へ移管します。障害者が抱える課題にタイムリーに応

えることができ、相談事業所の利用向上と福祉施設の有効利用

が図ります。 

福祉課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-2   ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

67 保健事業の見直し 保健事業を抜本的に見直し、将来的な医療費抑制を図ります。 保健課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-2   ●       

 

№ 改善事項名 概要 課名 

68 
交流プラザ蔵楽管理マ

ニュアルの作成 
管理マニュアルを作成し、事務の簡素化を図ります。 商工観光課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-2    ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

69 物品更新購入費の改善 
林道施設破損時に使用する現場用品＇注意看板標識板・バリケ

ード等（を他課所有品を借用するなど新規購入を抑制します。 
農林課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-2   ●  ３０ １０ １０ １０ ３０ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

70 窓口申請の簡素化 
開閉栓申請受付を電話やファックスでも行うことにより、市民サー

ビスの向上を図ります。 
上下水道課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-2    ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

71 

市の花事業推進協議会

と菊のまちづくり推進協

議会の統合 

同一事業補助金の統合により、市の花事業推進協議会への補

助金の改善を図ります。 
社会教育課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-2   ●  １，１００  １００ １００ ２００ 

 

 

Ⅳ．実施計画 
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№ 改善事項名 概要 課名 

72 市民バスの負担金削減 
市負担金を削減するため収益を増やします。方策として、市民バ

ス利用者の増加につながるように利便性を高めたり、回数券の販

路を拡大します。 

社会教育課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-2   ●       

 

№ 改善事項名 概要 課名 

73 
選手強化対策補助金

事務事業の改善 
選手強化対策補助金事務事業を、南陽市体育協会へ移行しま

す 

スポーツ 

文化課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-2    ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

74 定例監査の事務改善 
監査資料様式や監査手法を見直します。特に、改善が必要と思

われた事務事業の改善状況が把握できる内容とします。 

監査委員 

事務局 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-2    ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

75 
南陽市農業者年金協

会事業の見直し 
事務処理の効率化と組織運営の見直しを図ります。 

農業委員会 

事務局 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-4-2   ●       

 

№ 改善事項名 概要 課名 

76 
住民記録＇他課からのデ

ータ作成事務（の改善 
電算業務の委託見直し＇帳票依頼（、他課からのデータ作成事務

の見直しを図ります。 
市民課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

１-5-1    ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

77 
住民基本台帳事業＇選

挙人名簿等事務（の改善 

選挙人抄本作成の事務等、市民課固有事務でない事務につい

て、新システムの導入により、連携を図り、事務の軽減を行いま

す。 

市民課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

１-5-1    ●      

 

 

 

Ⅳ．実施計画 
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№ 改善事項名 概要 課名 

78 

置賜広域行政事務組

合電算システム共同ア

ウトソーシング事業の推進 

業務システムをＡＳＰサービスにより置賜３市４町で共同利用し、

コスト削減を図り、併せて各課のＢＰＲを指導・支援します。 
企画財政課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-5-2   ●  110,000 43,000 43,000 43,000 129,000 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

79 
家屋評価システム更新

事業の改善 
家屋評価システムで使用する端末を共同アウトソーシング端末と

共有します。 
税務課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

1-5-2   ●   ７３８   ７３８ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

80 
交通災害共済事業の推

進 

市指定金融機関のない中川・漆山・吉野・梨郷の４圪区の圪区

公民館で収納業務を実施します。また、交通災害共済の加入促

進を図ります。 
市民課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

2-1-1    ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

81 
軽自動車標識交付及び

返納の窓口の改善 
窓口業務＇軽自動車標識交付及び返納業務（の事務一元化に

ついて協議・検討します。 
市民課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

2-1-2    ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

82 事務委譲の推進 

県から、委譲事務(ＮＰＯ設立認証等に関する事務、農振法の農

用圪区域内における開発行為の許可等に関する事務等)を受け

入れ、書類の提出や窓口相談を市民に身近なものにし、県交付

金を増やします。 

企画財政課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

2-1-3  ●     ８２．６ ８２．６ １６５．２ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

83 
各種計画・資料のホー

ムページでの公開 

防災・危機管理関係の各種計画＇圪域防災計画・国民保護計

画・災害時要援護者避難支援プラン等々（及び資料＇洪水ハザ

ードマップ等（を市ホームページで公開し、広く市民に情報の提供

を行います。 

危機管理室 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

2-2-1    ●      

Ⅳ．実施計画 
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№ 改善事項名 概要 課名 

84 市ホームページの充実 
ホームページの全体構成を標準化の視点から見直し、また、新し

いアクセシビリティ条件に対応します。 
企画財政課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

2-2-1    ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

85 
インターネットを活用した

観光ＰＲ 
ホームページを活用し、南陽市及び周辺の観光ＰＲを行ない、誘

客を図ります. 
商工観光課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

2-2-1    ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

86 議会ホームページの充実 
ホームページを見やすく、わかりやすくし、情報提供を充実させま

す。 
議会事務局 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

2-2-1    ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

87 
火災予防条例届出事

務の改善 
申請様式等をホームページからダウンロードできるようにし、届出

者の負担を軽減し、紙代、印刷代を削減します。 
消防本部 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

2-2-1   ●  ２ １ １ １ ３ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

88 
情報公開事務の手引の

作成 

情報公開事務の手引を作成・周知し、対応の統一化を進め、社

会情勢の変化に合うよう所要の改正＇条例の解釈及び運用、非

公開情報の基準等（を行います。 
総務課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

2-2-2    ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

89 
文書事務の手引の作成

等 

職員による文書事務の手引作成検討委員会を組織し、手引を作

成し、周知します。社会情勢の変化に合うよう所要の改正を行い

ます。文書事務通信を職員へ発信します。 
総務課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

2-2-2    ●      

 

 

 

Ⅳ．実施計画 
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№ 改善事項名 概要 課名 

90 
申請書、届出書のハンド

ブック化について 

ハンドブック化することにより、担当者以外でも申請書の交付や受

理が可能とします。必要な書類のマニュアル化を図り、課内にお

ける情報の共有化を図ります。 

建設課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

2-2-2    ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

91 
居宅サービス計画＇ケア

プラン（適正化の推進 
サービス利用者の圪域生活の継続に資する居宅サービス計画を

推進し、ひいては給付費の適正化を図ります。 
福祉課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

2-2-2    ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

92 
保健課業務のマニュア

ル化 
担当ごとに業務・作業のマニュアルを作成し、窓口サービスを向

上させます。 
保健課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

2-2-2    ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

93 
申請書、届出様式の交

付の改善 
申請書、届出書の保管一元化等を図り、職員誰でも交付できる

ようにします。 
消防本部 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

2-2-2    ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

94 レセプト点検事務の委託化 
レセプト点検専門員を雇用せずに外部委託して事務経費を削減

します。 
保健課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

3-1-1   ●       

 

№ 改善事項名 概要 課名 

95 図書館業務の改善 図書館の窓口業務を２３年度から委託します。 社会教育課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

3-1-1    ●      

 

 

 

Ⅳ．実施計画 
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№ 改善事項名 概要 課名 

96 
結城豊太郎記念館の指

定管理者導入 
市民が活用しやすい環境づくりを行うとともに、指定管理者等へ

施設の管理委託を行います。 
社会教育課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

3-1-1   ●  １１，４６０ ６９７ １，２３５ １，２３５ ３，１６７ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

97 
南陽市圪域水田農業推

進協議会の事務局移管 

農業者、農業者団体が主体となる米の需給調整のシステム作り

へと転換を図ります。米政策改革推進対策支援事業の推進体制

を見直し、職員の関不を軽減します。 

農林課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

3-1-1    ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

98 
市道の路肩清掃及び除

草作業ボランティアの継続 

業務委託等で行っていた市道の除草作業や清掃作業について、

２１年度に試行したボランティア作業を、実効性のあるものとして

実施します。 

建設課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

3-1-2   ●  ９００ ５００ ５００ ５００ １，５００ 

 

№ 改善事項名 概要 課名 

99 
公園機能向上のための

ボランティア活動の拡大 

公園の清掃や美化活動、植栽の手入れやアメニティーの向上を

図るため、協力できるボランティア団体を募い、その団体の活動

能力に応じた活動内容を考案し、実施します。 

建設課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

3-1-2    ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

100 圪域ポータルサイトの支援 
民間の南陽市圪域ポータルサイトを市が公認する仕組みをつく

り、ホームページのアクセス数向上を図り、市の情報発信を充実

させます。 

企画財政課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

3-1-2    ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

101 職員研修の充実 

当該年度の職員研修計画を策定し、計画的に研修を行います。 

市町村中央研修所＇アカデミー（への派遣研修について、公募を

行い、効果的な研修への参加を促します。 

接遇向上のため、いきいきマナーアップ通信の発行や電話応対コ

ンクールへの参加を行います。 

総務課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

4-1-1    ●      

Ⅳ．実施計画 
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№ 改善事項名 概要 課名 

102 人事考課制度の導入 
課長、課長補佐級を対象とした評価者研修を実施し、評価の基

準を示すマニュアル書の作成。制度の試行を年次的に行いま

す。 

総務課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

4-1-2    ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

103 職員一人１改善推進事務 
職員一人１改善推の提案を募集し、実行します。職員一人一人

が常に意識し、新たな課題発見や改善につなげます。 
企画財政課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

4-1-2    ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

104 企業情報の管理・共有化 
企業訪問のデータをデータベース化し企業への訪問・対応状況

の情報管理を行い、情報を共有化することで、きめ細かい企業対

応を行います。 
商工観光課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

4-1-3   ●      

 

№ 改善事項名 概要 課名 

105 業務マニュアル化の推進 
係内業務の完全マニュアル化を図り、人事異動にも迅速的な対

応を可能にし、市民サービスの向上を図ります。 
上下水道課 

体系 
歳入 

確保 

歳出 

抑制 

サービス

質向上 

目標額＇単位：千円（もしくは目標率 

基準 22年度 23年度 24年度 合計 

4-1-3   ●      

Ⅳ．実施計画 
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意  見  書 
（第２次南陽市行財政改革大綱・実施計画策定にあたって） 

 

 

南陽市では、平成１９年３月に南陽市行財政改革大綱を策定し、平成

２０年度末までに、実施計画の取り組み事項１６０項目のうち１３９項

目を完了させ、計画期間の最終年度の平成２１年度には、継続１３項目

に１６項目を追加実施するなど、職員のスピード感ある取り組みにより、

補助金や施設管理運営等の見直しとともに、行政組織の再編など着実な

成果を上げてこられました。しかしながら、昨今の社会経済情勢は大き

く変化し、市財政は極めて厳しい状況が続いており、これまでの取り組

みは高く評価しますが、さらなる行財政の改革が必要であると強く感じ

るものであります。 

今回、市長の委嘱を受け、本懇話会において、第２次南陽市行財政改

革大綱及び実施計画の策定とその推進について、真剣な意見交換を行い、

その結果を取りまとめましたので、市民の立場から策定にあたっての意

見として下記のとおり申し上げます。 

 

記 

 

１．実施計画掲載内容に満足することなく、職員の創意と工夫、さらに

は市民の活力と英知を結集し、今後の状況の変化等に応じ、常に計

画の検証と見直しを行い、努力を惜しまずに数値目標の達成とさら

なる積み上げに取り組まれたい。また、今後の取り組みとして、歳

出抑制に偏重することなく、歳入確保の方策を検討されたい。 

 

２．市民ニーズを把握したうえで、優先順位を見極め、市民が実感でき

るような成果を上げるべく取り組まれたい。 

 

３．民間的手法・民間活力の導入にあたっては、安易な民間委託等では

なく、市民の立場を重視したうえの判断をされたい。また、行財政

改革は市民との協働がなければ困難であり、その基本は情報の公開

と市民意見の反映であることから、わかりやすい内容の公開を徹底

されたい。 

資  料 
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４．経営的危機感を基本に改革を進めるためにも、さらなる職員の意識

改革推進の方策を検討されたい。 

 

５．本懇話会は、行財政改革の進捗状況について、引き続き市民の立場

で必要に応じて意見を述べる責務があると認識し、今後、取り組み

の着実な成果が市長より報告されることを期待いたします。 

 

 

 

 

 

南陽市長 塩田秀雄 様 

平成２２年３月２３日 

南陽市行財政改革推進懇話会 

座 長  

資  料 
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第２次南陽市行財政改革大綱策定の審議経過 

 

年 月 日 会 議 名 内 容 

２１年１２月１５日＇火（ 第１回行財政改革推進懇話会 

・これまでの行財政改革の取り組みについて 

・第２次行財政改革大綱の策定方針及び策

定スケジュールについて 

・第２次行財政改革大綱の骨子及び体系素

案について 

１２月２１日＇月（ 第１回行財政改革推進本部会 

・第２次行財政改革大綱の策定方針及び策

定スケジュールについて 

・第２次行財政改革大綱の骨子及び体系素

案について 

２２年１月２９日＇金（ 第２回行財政改革推進懇話会 
・第１回懇話会の内容について 

・行財政改革実施計画について 

２月２４日＇水（ 第３回行財政改革推進懇話会 

・第２回懇話会の内容について 

・第２次行財政改革大綱＇素案（について 

・実施計画について 

３月１１日＇木（ 第２回行財政改革推進本部会 
・第２次行財政改革大綱＇素案（について 

・実施計画について 

３月２３日＇火（ 第４回行財政改革推進懇話会 

・第３回懇話会の内容について 

・第２次行財政改革大綱＇素案（について 

・意見書の提出 

４月 ６日＇火（ 庁 議 ・第２次行財政改革大綱の決定 

 

資  料 
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南陽市行財政改革推進懇話会 

 

氏 名 職業・役職 備 考 

山口  明夫 市圪区長連協会長  

佐藤  廣志 エヌ・デーソフトウェア＇株（社長 座長 

髙 橋  武 (株)かわでん内部監査室長 座長代理 

高橋  和義 宮城興業＇株（  

秋場  美晴 (株)山形銀行宮内支店長  

野川 八枝子 商業＇豆腐製造販売（  

佐々木 優子 プラネット旅行社  
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南陽市行財政改革推進本部・事務局 

 

区  分 所 属 課 名 氏       名 

本 部 長 市長 塩 田 秀 雄 

本 部 員 副市長 柴田    誠 

  教育長 三 ケ山 岩 男 

  教育次長 猪野    忠 

  総務課長 樋 口 一 志 

  危機管理室長 堀    啓治 

  企画財政課長 松 田 直 二 

  税務課長 山 田 正 春 

  用圪課長 新 野 甚 吉 

  会計課長 吉 田 正 幸 

  市民課長 伊 藤 賢 一 

  福祉課長 斉 藤 彰 助 

  保健課長 伊 藤 圩 一 

  農林課長 鈴木    聰 

  商工観光課長 髙 橋 大 吉 

  建設課長 土 屋 喜 重 

  上下水道課長 羽 山 正 一 

  消防長 鈴 木 俊 雄 

  消防課長 門 間 利 行 

  消防署長 大 澤 俊 逸 

  議会事務局長 頇 藤 公 一 

  学校教育課長 長 濱 洋 美 

  社会教育課長 齋藤洋一郎 

  監査委員事務局長 板 垣 俊 一 

  農業委員会事務局長 大 坂 剛 司 

 

事 務 局 企画財政課長補佐 髙 梨 敏 彦 

  企画財政課長補佐 西 牧 修 二 

  企画財政課調整係長 角 田 朊 行 

  企画財政課調整係主任 後藤千佳子 
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南陽市行財政改革推進懇話会設置要綱  

平成 18 年 3 月 24 日  

告示第 52 号  

(設置 ) 

第 1 条  本市の行財政改革を推進するため、行財政改革推進懇話会 (以下「懇話

会」という。)を設置する。 

(所掌事項 ) 

第 2 条  懇話会は、次の事項を所掌する。  

(1) 行財政改革大綱の策定について意見を述べること。  

(2) 行財政改革大綱の推進状況について報告を受け、必要な助言をおこなうこと。  

(組織 ) 

第 3 条  懇話会の委員は、市内の有識者のうちから市長が委嘱する。  

2 委員の任期は、行財政改革大綱の推進期間とする。  

(座長 ) 

第 4 条  懇話会に座長を置き、委員の互選により定める。  

2 座長は、会務を総理する。 

3 座長に事故あるときは、あらかじめ座長の指名する委員がその職務を代理する。  

(会議 ) 

第 5 条  懇話会は、必要に応じて市長が招集する。  

2 座長は、懇話会の議長となる。  

(委任 ) 

第 6 条  この要綱に定めるもののほか、懇話会の運営について必要な事項は、市長

が定める。 

(庶務 ) 

第 7 条  懇話会の庶務は、企画財政課において処理する。 

附  則  

この要綱は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

資  料 
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南陽市行財政改革推進本部設置要綱  

平成 18 年 3 月 24 日  

訓令第 1 号  

(設置 ) 

第 1 条  行財政改革の推進を図るため、南陽市行財政改革推進本部 (以下「本

部」という。)を設置する。 

(所掌事項 ) 

第 2 条  本部は、次の事項を所掌する。  

(1) 行財政改革大綱の策定に関すること。  

(2) 行財政改革大綱の実施に関すること。  

(3) その他重要な事項に関すること。  

(組織 ) 

第 3 条  本部は、本部長及び本部員をもつて組織する。  

2 本部長は、市長をもつて充てる。 

3 本部員は、次の職にある者をもつて充てる。  

副市長、教育長、教育次長、市長の事務部局に属する各課長、会計課長、上下

水道課長、教育委員会各課長、消防長、議会事務局長、監査委員事務局長、

選挙管理委員会事務局長及び農業委員会事務局長  

4 本部長は、本部を総括する。  

(会議 ) 

第 4 条  本部の会議は、本部長が招集し、議長となる。  

2 本部長は、必要があるときは、会議に本部員以外の者の出席を求め、意見を聴

くことができる。 

(庶務 ) 

第 5 条  本部の庶務は、企画財政課において処理する。  

(その他 ) 

第 6 条  この要綱に定めるもののほか、本部運営に関し必要な事項は、本部長が別

に定める。 

附  則  

この訓令は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

附  則  

この訓令は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

附  則  

この訓令は、平成 20 年 4 月 1 日から施行する。 

附  則  

この訓令は、平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 
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